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■発行：名古屋市会 

編集委員会 

■電話番号：972-2094 

○会期：２月19 日～３月21 日(31 日間)  ○市長提出案件：103 件、議員提出議案：7 件  

■市長提出案件 
 

１ 令和７年度予算及び関連議案 

(1)「令和７年度名古屋市一般会計予算」         

賛成多数により原案どおり可決 
  

(2)「令和 7 年度名古屋市国民健康保険特別会計予算」などの予算 16 件 

全会一致または賛成多数により、いずれも原案どおり可決 
  

☞成立した令和７年度予算の概要は「令和７年２月定例会の概要②(速報版)」に掲載しています。 

(3)「名古屋市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行条例の一部改正について」など40件 

全会一致または賛成多数により、いずれも原案どおり可決 
 

 

２  令和７年度予算に関係のない案件 

(1)「令和６年度名古屋市一般会計補正予算（第９号）」などの補正予算７件 

 全会一致により、いずれも原案どおり可決 

【国の経済対策等に伴う補正（抜粋）】                         （1万円未満は四捨五入） 

校舎等のリニューアル改修 
校舎等の屋上防水工事、内装･外壁改修、トイレ改修等 

136億4,601万円 

地域経済活性化促進事業（マニフェスト関連) 
物価高騰の影響が続く中、地域経済の活性化を図るため、紙及び電子のプレミアム付商品券を発行 

66億1,800万円 

 

(2)「市長の給与の特例に関する条例の制定について」など36件 
全会一致または賛成多数により、いずれも原案どおり可決 

 
  (3)「補正予算に関する専決処分について」           全会一致により承認 

 
(4)「名古屋市中央卸売市場本場の市場施設の使用許可に関する審査請求について」 

全会一致により異議なき旨の答申議決 
 

3  人事案件 
(1)「教育委員会の委員選任について」                     全会一致により同意 

 

 



 
■議員提出議案 

１ 「名古屋市児童を虐待から守る条例の一部改正について」 

 全会一致により原案どおり可決 

平成 23 年に名東区で発生した児童虐待死亡事案に端を発し、二度とこのような悲劇を繰り返して

はならないという強い決意のもと、議員提案により制定された「名古屋市児童を虐待から守る条例」

について、基本理念等に子どもの権利擁護の視点を加えるとともに、虐待の発生予防として妊娠期か

らの切れ目のない支援、また一時保護環境の改善や家庭養育優先の原則に基づく社会的養護の実現に

より虐待を受けた児童のケアを進めること、さらには児童相談所の機能強化や過去に虐待を受けてい

た方への新たな支援にも取り組むこととするなど、将来を見据えた本市の児童虐待対策のあり方を明

確にするための改正を行うものです。 

 
２ 「意見書」 

・次の6件の意見書は、全会一致により、いずれも原案どおり可決しました。 

○年金制度における外国人への脱退一時金に関する意見書 

年金の脱退一時金制度について、現状の制度運用における実態や課題を把握した上で、必要な見直し

を検討するよう強く要望するものです。 

○遊休農地等の拡大防止に向けた農地の活用に関する意見書 

遊休農地等の拡大を防ぐため、維持が困難となった大都市近郊の農地の有効活用に向けた課題を研究

し、必要に応じて法改正を検討するよう強く要望するものです。 

○高病原性鳥インフルエンザの対策強化を求める意見書 

高病原性鳥インフルエンザの発生原因及び感染経路の速やかな解明に取り組むとともに、風評被害の

防止及び防疫措置の円滑・確実な実施のため、高病原性鳥インフルエンザに関する科学的知見や食品の

安全性に関する正確な情報発信について、より丁寧に取り組むことなどを強く要望するものです。 

○投票管理者及び投票立会人の報酬の大幅な引上げに関する意見書 

投票管理者及び投票立会人の担い手を確保するため、国が定める投票管理者及び投票立会人の費用弁

償額の基準について、大幅に引き上げるよう強く要望するものです。 

○オンラインカジノに係る賭博事犯の違法性についてさらなる周知啓発を求める意見書 

犯罪の未然防止の観点から、オンラインカジノに係る賭博事犯の違法性についてさらなる周知啓発を

図るよう強く要望するものです。 

○知的障害者が所持する療育手帳の運用に関する意見書 

調査研究の成果を踏まえ、早急に療育手帳を法律に基づく全国共通の施策とするよう強く要望するも

のです。 

☞意見書の全文は、市ウェブサイト(市会情報)でご覧いただけます。 

 
 

本紙は速報版です。令和7年5月に発行予定の｢市会だより｣(２月定例会特集号)もぜひご覧下さい。 

この定例会の概要(速報版)は、市ウェブサイト(市会情報)でもご覧いただけます。 

市ウェブサイト(市会情報)〔アドレス https://www.city.nagoya.jp/shikai/〕からお入り下さい。  


